
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。

（2）固定資産の減価償却の方法

　　①建物、ソフトウェア、権利（水道加入権）

　　　平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得したものに
ついては定額法によっている。

　　②構築物、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品

　　　平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定率法、平成19年4月1日以降に取得したものに
ついては定率法によっている。
　　　（旧定率法及び定率法を適用しているのは葬祭大博町拠点のみ）

　　③リース資産

　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
　
（4）引当金の計上種類
　　　
　　　引当金は計上していない。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入して
いる。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1）法人全体の計算書類（第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）

（2）事業区分別内訳表（第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）

（3）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

（4）公益事業における拠点区分別内訳表（第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
　　　　拠点区分が1つのため作成していない。

（5）収益事業における拠点区分別内訳表（第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
　　　　当法人では、収益事業を実施していないため、作成してない

（6）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　　ア　法人本部拠点区分
　　　　　「法人本部」

　　　イ　歴史の里拠点区分（社会福祉事業）
　　　　　「特養」
　　　　　「ショートステイ」

計算書類に対する注記(法人全体用)



　　　ウ　拾六町拠点区分（社会福祉事業）
　　　　　「デイサービス」

　　　エ　葬祭大博町拠点区分（社会福祉事業）
　　　　　「みんせい葬祭」

　　　オ　ケアタウン茶山拠点区分（社会福祉事業）
　　　　　「特養」
　　　　　「ショートステイ」
　　　　　「デイサービス」
　　　　　「小規模多機能」
　　　　　「グループホーム」

　　　カ　保育所拠点区分（公益事業）
　　　　　「ちゃやまえん」

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
該当なし

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

基本財産の種類
土地
建物

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
95,400,000 95,400,000

1,073,589,322
1,168,989,322

0 0

減価償却累計額 当期末残高

1,073,589,322

1,134,447,826
1,229,847,826

0
0

60,858,504
60,858,504

592,460,472

7,095,160
器具及び備品
有形リース資産
その他の固定資産

小計
合計

取得価額

1,666,049,794
1,666,049,794小計

その他の固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車輌運搬具

基本財産
建物

119,635,849
36,035,573
25,830,485

196,378,704
100,286,857
27,021,500

26,954,518152,544,255
507,100
226,215

169,872,994
1,243,462,316

徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

1,073,589,322

76,742,855
64,251,284
1,191,015

79,014,844
125,589,737
6,588,060

0
322,694,548
915,155,020

226,215
492,567,542
2,158,617,336

9,014,851

592,460,472

事業未収金
未収金
未収補助金
立替金

合計

債権額
134,936,948

89,269
3,720,452
1,222,459

134,936,948
89,269

3,720,452
1,222,459

139,969,128139,969,128

0
0
0
0
0



15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし


